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地方拠点強化税制の見直しに向けた提言 

 

東京をはじめ首都圏に集中・依存する従来モデルからの脱却と持続性ある地方

経済の成長のため、関西・中部圏は、スーパー・メガリージョン構想の核として

首都圏と並び立つ成長エンジンとなるべきであり、両地域に対して集中抑制的な

既存施策・法制度は見直すべきである。 

関西・中部圏が有するポテンシャルを最大限引き出し、わが国の国際競争力を

強化するため、我々は、地方拠点強化税制を、以下の通り、見直すことを提言す

る。 

 

記 

 

１．関西・中部圏都心部も優遇措置の対象地域とすること 
 

現在、企業の地方拠点強化税制において関西・中部圏の都心部は、税制優

遇を受けられる対象地域から除外されている。わが国全体の国際競争力を高

めるとともに、地域経済の発展を牽引する役割を果たすため、関西・中部圏

の中核地域も優遇対象地域としたうえで、当該制度を継続すべきである。 

    なお、今後、新たに制度を設ける場合においても、関西・中部圏の中核地

域を優遇対象地域から除外すべきではない。 

 

 

２．利用促進に向けたインセンティブを高めること 
 

地方拠点強化税制は、地方創生の実現に向け、東京一極集中の是正及び地

域経済の活性化を図るための方策として、企業の地方拠点の強化・移転に着

目して創設された。しかしながら、現在のところ、同制度が最大限活用され

ているとは言い難いことから、利用のインセンティブを高めるような制度に

見直すべきである。 

具体的には、現在の人手不足を踏まえ、施設整備計画に関する従業員数の

増加要件緩和と雇用促進税制における雇用要件の緩和を図るべき。加えて、

設備投資減税においては、特別償却、税額控除額を引き上げるべきである。 

 

 

以上 
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